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はじめに 
 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「安全・低コスト大規

模蓄電システム技術開発」（中間評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成

２５年７月２２日）、及び現地調査会（平成２５年７月１６日））において策定

した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第

３２条の規定に基づき、第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日）に

て、その評価結果について報告するものである。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会「安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発」分科会 

（中間評価）  
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 
（分科会資料６より抜粋） 
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「安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
低コスト、長寿命、安全性の高い蓄電システムは、エネルギーの効率利用、スマー

トグリッドの進展、再生可能エネルギー導入等により早期の実用化が望まれており、

国際開発競争が行われている。特に低コスト化技術や大規模システムへ向けた集積化

技術は、我が国の国際競争力確保のためにも重要な技術である。 
本プロジェクトは、電力系統における余剰電力貯蔵、短周期の周波数変動に対する

調整のための技術開発を、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、鉛電池、フライ

ホイールの技術を活用し、それぞれの技術に強みをもつ実施者が競争的なプログラム

の中でコスト、耐久性、安全性をそれぞれ両立させて実用化・事業化を目指している。

また、実施者としては技術力を有し，実用化・事業化も見込めるメーカー等が選定さ

れている。 
プロジェクトはそれぞれの実施者で計画通り進んでおり、中間目標を達成している。

さらに最終目標へ達成が見通されていると評価できる。 
但し、蓄電システムの安全性は、実用では重要な課題であることから、社会への蓄

電技術の受容度を拡げる意味でも今プロジェクト内で行われる実証試験データにつ

いて、可能な範囲で公開を検討して欲しい。 
 
２）今後に対する提言 
当初、各社が多様なテーマに様々なアプローチで実施しているという印象であった

が、現在は各社が実用化の際にハードルになると予想される技術課題を取り上げて実

施している。NEDO は本プロジェクトの成果が実用化につながるよう、努力を継続し

て欲しい。 
さらに、今後の電力貯蔵市場は大きく、国際的な技術開発競争、市場争奪戦が行わ

れると予想されるが、国際ビジネスは技術の優劣だけでは勝てない。このため日本技

術の優位性、先行開発を活かした国際標準化を推進していく具体的行動をこれまで以

上に積極的に進めていく必要がある。 
なおコスト評価の際には，各実施者にビジネスとして成立させるためのコスト見通

しの基礎データや前提条件を出してもらい、妥当性を客観的に評価する等、ある程度

の管理は必要と考える。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
環境問題、スマートグリッド構想、次世代電力網等エネルギーの効率利用は国際的

に改善すべき課題であるが、蓄電池開発はこの中での重要技術の一つで、各国が技術

開発にしのぎを削っている分野である。大規模蓄電システムは技術的には日本が強い

分野でもあり、また世界にとって大きなニーズがある分野でもある。また、蓄電池を

含めた蓄電技術は次世代のエネルギー戦略にとってキーとなる技術である。電力シス

テムは公共性がある大規模な社会インフラであり、加えて蓄電技術の技術開発のリス

クを考慮すると個別の企業では対応は困難であることから、本プロジェクトは、

NEDO 事業として実施することが妥当である。 
 

２）研究開発マネジメントについて 
研究開発目標は、寿命、安全性、信頼性、コスト、効率に着目して設定され、競合

する蓄電技術、諸外国の技術動向および市場予測などから見ても、非常にチャレンジ

ングであり、評価できる。 
実用化につながる可能性が高い蓄電池（鉛蓄電池、リチウムイオン電池、ニッケル

水素電池、リチウムイオンキャパシタ）およびフライホイールの複数テーマを並行し

て進め、さらに共通基盤技術の研究も行なう戦略的研究開発計画を実行している。ま

た、実施者としては技術力を有し，実用化・事業化も見込めるメーカー等が選定され

ている。 
また、総合して戦略的研究開発計画を実行しており妥当である。蓄電システム開発

および共通基盤研究ともに各実施者が得意な知識、技術を活用しており、さらに全体

について助言する外部有識者による委員会も設置され、バランスがとれた全方位的研

究体制であると考えられる。 
一方、蓄電システムの実用化・事業化に際して、安全性は重要な視点である。安全

性に対して技術的な要件について現時点では個別の取組となっているが、将来の実用

化を想定すると何らかの安全性を担保する方策が必要と考える。また、今後、安全性

をさらに向上させる技術を開発し、その検証データの蓄積をして欲しい。 
 

３）研究開発成果について 
リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、鉛電池、フライホイールなどのそれぞれ

特徴ある蓄電技術で、高い技術目標である 20 年以上の寿命とコスト目標達成の見通

しを得るなど、中間目標は達成していると考える。知的財産権は国際的商品としての

将来性のために重要であり、特許戦略を考えながら研究開発を進めている。 
但し、今後予定されている大規模システムの実証フィールドテストについては、蓄

電システムの使用形態が必ずしもクリアになっていないこともあり、明瞭な見通しを
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欠く事例が散見される。実証試験ができるだけ一般的な知見の得られる有意義な試験

となるように今後の努力を期待したい。 
 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
風力発電、太陽電池発電の出力変動や負荷変動などの安定化で経験をもつ各実施者

が、余剰電力貯蔵及び短周期の周波数変動に対する調整のための技術開発において、

実用化の際のハードルを洗い出した上で、それをクリアすべく課題設定を行い、研究

開発を進めている。ニッケル水素電池、リチウムイオン電池では海外も含めて既に実

証試験を開始し、目標達成を見通す基礎データを得ており、成果の実用化・事業化の

可能性は高いと考える。 
本プロジェクトでは、フィールドでの技術実証を求めているが、現時点で計画段階

である実施者もある。実証フィールドテストは、安全性という技術の社会的信頼性に

係り重要なポイントであるので、可能な限りフィールドでの検証を実施して欲しい。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化(・事業化)に向けての見通し及び取り組みに 
関する評価及び今後に対する提言 

系統安定化用蓄

電システムの開

発 
 

各実施者は、着実に成果を得ており、予定さ

れた目標を達成している。電極材料の開発・改

良については寿命、コスト等の目標の達成度も

順調である。システム開発では、異なる蓄電デ

バイス（リチウムイオン電池、ニッケル水素電

池、鉛蓄電池、リチウムイオンキャパシタ、フ

ライホイール）を開発し、いずれも 20 年使用

やコスト目標達成の見通しを得て、一部のシス

テムは海外を含めた実証実験も開始している。

知的財産の取得や成果の普及も積極的になさ

れている。 
但し、今後の進捗状況に応じて、材料開発と

蓄エネルギーデバイス開発のバランスを取る

ような研究開発計画の見直し等も行って、事業

化をより確実なものとしていく必要がある。ま

た電池の安全性確保策についてはシステムア

シュアランス的取り組みを行っているが、実際

の安全性試験は必須項目であり、今後の開発の

中でも十分な安全性試験を行って欲しい。 

各実施者とも、概して課題を把握・抽出した上で技術

開発に取り組み、テーマのいくつかは、実用化・事業化

が期待できるレベルにある。一部の蓄電システムは国内

のみならず海外を含めた場所で既に実証実験を開始（南

大東島、イギリス）、あるいは目処が立っているという

状況で、国際市場の動向調査、顧客からのヒアリングも

行っている。 
但し、「系統安定化用」という用語がある割には電力

会社との連携が弱い。世界標準となりうる技術の開発に

向けて，NEDO 側からも積極的に電力会社との連携を

図ることが望まれる。 
また、安全性は、将来他国が安価な蓄電システムを開

発してきた際に、日本がより処にできる重要な要素であ

る。一部の実施者はすでに導入していたが、実施者に対

して FMEA(故障モードとその影響の解析)を義務付け

るなど、システムアシュアランス等の観点から論理的に

安全性を担保させるべきである。フィールド実証の実施

後は、そのデータを可能な限り公開及び積極的な発信に

努めて欲しい。 
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共通基盤研究 
 

電池の非破壊劣化診断技術は蓄電システム

の普及に当たり不可欠な要素技術であり、重要

度が高い。本テーマでは、リチウムイオン電池

による電池モジュールの劣化現象の非破壊に

よる診断方法として、安価なシステムでリチウ

ム電池の周波数応答解析を実現するという成

果を出している。基礎検討を終了し、実際の運

用条件を適用し精度を向上させる実用化段階

に開発過程がシフトしつつあり、計画通りに開

発が進んでいる。 
インピーダンス、過渡現象は主に電極界面で

の状況が反映される。これには、電池材料の組

合せ、製造プロセスなどが影響するとともに、

局所的な要因の影響も出てきやすい面がある。

さまざまな条件、電池構成のデータを蓄積し

て、一般的な劣化診断となるような研究成果が

得られることを期待する。 
今後は、開発された劣化診断法が、実際の大

容量電池でどの程度正確に劣化診断ができる

のかを明確にする必要がある。また、診断技術

を制御技術と一体化して、システム全体として

の長寿命・高信頼化を目指すべきである。加え

て、メーカーの技術者など実務者から見た評価

劣化判断法は移動体や自動車など蓄電池を使用する

他の分野でも必要とされる汎用技術である。リチウムイ

オン電池の寿命評価、劣化メカニズム解明に留まらず、

電力系統安定化を見通したシステム設計も取り入れら

ており、系統における蓄電池劣化診断技術としての確立

が期待される。 
今後、各グループ間での協力を行い、同じ電池で提案

の測定を行った場合に、どのような結果が得られるのか

を比較して検討して欲しい。また実際の系統で使用され

るメーカーの電池を本テーマでの開発技術で診断し，開

発した診断技術の一般性を検証するために、何らかの仕

組みをプロジェクト内で検討して欲しい。 
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を聞いてみたい。機会を作って実務経験者（産

業技術総合研究所、電力中央研究所を含む）の

忌憚のない意見も聴取して欲しい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

2.1 

2.3 

2.3 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組みについて

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均

値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A B A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 2.3 A B A B B B B
３．研究開発成果について 2.3 A C A A B B B
４．実用化・事業化に向けての見通し及び

取り組みについて 2.1 A B B B B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当                   →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 
系統安定化用蓄電システムの開発 

2.1 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通しおよび取り組みにつ

いて

1.研究開発成果

 

共通基盤研究 

2.0 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し

及び取り組みについて

1.研究開発成果

 
個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

系統安定化用蓄電システムの開発 
 １．研究開発成果について 2.4 A C A A B B A
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.1 A B B B B B B

共通基盤研究 
 １．研究開発成果について 1.9 A C B B B B C
 ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 2.0 A B B B B B C

（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

平均値 

平均値 
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＜参考＞   

「安全・低コスト大規模蓄電システム技術開発」（中間評価）に係る

評価項目・評価基準 
 
 
１．事業の位置付け・必要性について 
(1) NEDO の事業としての妥当性 
・ 関連する上位施策の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 
(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 
(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 
 
(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指令命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ
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る体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 
 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略（オープン／クローズ戦略等）

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 
(1)目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
 
(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登
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録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
 
(3)成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
 
(4)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
本項目における「実用化・事業化」の考え方 

本プロジェクトで開発された蓄電池、蓄電デバイス、蓄電システムの試作品

やその運転・制御技術等が、技術実証・社会実証に供されること。また、これ

らの商品化技術や量産化技術が確立されること。 
さらに、本プロジェクトで開発された蓄電池、蓄電デバイス、蓄電システ

ムの試作品やその運転・制御技術等の販売・利用により、企業活動（売り上

げ等）に貢献することを言う。 
 
 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立する見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込まれるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経 
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済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
 
(2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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個別テーマ「共通基盤研究」は、内容が基礎的・基盤的研究開発に該当するた

め、４．実用化に向けての見通し及び取り組みについての項目のみ、評価項目･

評価基準は下記を適用とする。 
 
４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
 

本項目における「実用化」の考え方 
本プロジェクトで開発あるいは蓄積された蓄電池劣化診断技術に係る基盤

的知見やデータベース等が、蓄電池関連産業界において利用されることを言う。  
 
 
(1)成果の実用化の見通しについて 
・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果（技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等）がある場合には付加的に評価する。 
 
 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 
・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き技術開発を取り組むのか

明確になっているか。 


